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序論 

わが国では，腸管出血性大腸菌 O157 による食中毒や，鶏卵を原因食品とするサル

モネラ食中毒，海産魚介類を原因食品とする腸炎ビブリオ食中毒などの食中毒事故が

後を絶たない 1,2）。さらに近年は，ノロウイルスによる食中毒が爆発的に流行しており，

食の安全性に対する意識がより一層高まってきている 3-5）。食品衛生における法規制で

は，食品衛生法の改正により食品の製造・加工，調理，販売，飲食店などの食品を扱う

すべての事業者に対して 2021 年 6 月から小規模調理施設の導入状況を鑑みて，

「HACCP に沿った衛生管理が義務化」され，学校や給食などの特定給食施設も

HACCP に沿った衛生管理が徹底されることとなった 6）。 

HACCP とは Hazard Analysis and Critical Control Points の略で、食品等の事業者自

らが食中毒菌汚染や異物混入等の危害要因（ハザード）を把握した上で，原材料の入

荷から製品の出荷に至る全工程の中で，それらの危害要因を除去又は低減させるため

に特に重要な工程を管理し，製品の安全性を確保しようとする衛生管理の手法 6）であ

る。具体的な衛生管理については，業種や規模に応じて「一般的な衛生管理｣および

「HACCP に沿った衛生管理｣に関する基準に基づき衛生管理計画を作成し実施するこ

ととなっている 7）。 

給食施設においては，1996 年に起きた腸管出血性大腸菌 O157 による大規模な食中

毒を発端として，厚生労働省は食中毒を防止するため HACCP の概念に基づき「大量

調理施設衛生管理マニュアル」（以下衛管マニュアル）を策定している 8）。衛管マニュ

アルには，「原材料の受け入れ・下処理段階における管理」，「加熱調理食品の加熱温度

管理」，「二次汚染防止」や「衛生管理体制の確立」などの記載があり，具体的な衛生管

理方法が記載され，給食施設にとって衛生管理上重要な手引きとなっている 8）。衛管

マニュアルにおいては，加熱調理食品は，「中心部温度計を用いるなどにより，中心部

が 75℃で 1 分間以上（（以下 75℃1 分間）（二枚貝等ノロウイルス汚染のおそれのある

食品の場合は 85～90℃で 90 秒間以上））又はこれと同等以上まで加熱されていること

を確認するとともに，温度と時間の記録を行うこと。8）」と記載されており加熱温度管

理は食中毒を予防する重要なポイントとなっている。しかしながら，給食施設では，

毎年集団食中毒が発生しており，衛管マニュアルの活用が不十分である可能性があり，

完全に食中毒をなくすことは困難な状況である 1,2）。食中毒を防ぐためには，加熱不足

や 2 次汚染などの加熱後の取扱いに十分留意し，衛生管理を徹底する必要がある。 
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ところが給食施設における加熱温度管理は，食中毒を予防するための最重要業務で

はあるものの，衛管マニュアルと同等の殺菌効果が期待できれば，各給食施設独自の

手引きに則っても差し障りがないとされている 8,9）。そのため給食施設によっては独自

の手引きがあり，それに則った加熱温度管理で運営している施設も存在すると考えら

れる。一方，各給食施設による根拠のない衛生管理の作業は，食中毒のリスクが高ま

り，極めて危険である。しかしながら，給食施設での加熱温度管理の状況や実態につ

いては，調査研究がほとんど実施されておらず不明である。 

本論文では，これらの背景に基づき給食施設における衛生管理の実態を明らかにす

るとともに、より衛生的で美味な食事提供を行うために，衛管マニュアル以外の衛生

管理方法でも衛生状態を担保できる手法を提示することを目的とした。 

第 1 章では，近畿および愛知県内の給食施設に対して加熱温度管理の状況における

質問紙調査を実施し，給食施設における食品の加熱温度管理の現状を明らかにするこ

とを試みた。第 2 章では，第 1 章の実態調査で得られた結果をもとに，実際の給食施

設で行われているその方法が衛生的であるか検証を行った。さらに第 3 章では，食中

毒予防をより強化することを目的に加熱温度管理の手法にさらに踏み込んだ衛生管理

方法を確立するため，ATP 測定法を用いた加熱調理食品の衛生状態の評価の検討の試

みを行った。 
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第 1 章 近畿地域および愛知県内の給食施設 

における加熱温度管理の実態 

 

 

Ⅰ．緒言 

給食施設の衛生管理の基本である衛管マニュアルは，HACCP の概念を取り入れて

おり，食中毒を予防するための最も優れたマニュアルである 8)。しかしながらあくま

でもマニュアルに留まっているため，遵守の義務はなく，給食施設において独自の手

引を取り入れても差し障りがない 8，9)。つまり給食施設において最も重要なことは，食

中毒を防止し衛生的で美味な食事を提供することであり，衛生管理方法は施設ごとに

委ねられている 7）。 

衛管マニュアルに示された加熱温度管理は，作業の煩雑さから，調理業務の効率に

支障をきたすことが報告されている 10，11）。さらに 75℃を確認してから 1 分間以上の

加熱は食材の種類や厚さなどの条件によっては過剰加熱を招くおそれがある。特に肉

や魚などのたんぱく質食品は，加熱に伴うたんぱく質の凝固，熱収縮や保水性の低下

により加熱の度合によっては食味を損ねる硬さになることが懸念される 12，13）。また加

熱による中心温度は，高い方が硬くなりやすいとの報告もある 14）。作業の煩雑さや加

熱による食材の状態を踏まえると，施設によっては独自の手引に則って衛生管理を行

っている施設も存在すると考えられる。もし施設で取り決めた手引きの衛生管理方法

の安全性に根拠がなければ，食中毒のリスクが高まり，極めて危険である。しかしな

がら，給食施設における加熱温度管理方法についての状況や実態の調査研究はほとん

ど実施されておらず不明である。衛管マニュアルが策定されているにも係わらず給食

施設における食中毒が後を絶たないことから，加熱温度管理方法の現状や実態を知る

ことは，衛生管理を行う上で重要なことであると考える。 

本研究では，給食施設における加熱温度管理の実態を明らかにすることを目的に質

問紙調査を行った。 
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Ⅱ．方法 

1．調査対象および期間 

滋賀県，京都府，大阪府の近畿圏内および愛知県内にある 110 の給食施設を調査の

対象とした。質問紙は，2019 年 8 月から 2020 年 3 月にかけて，対面もしくは郵送よ

り配布し，無記名の自記式質問紙調査として回答を依頼した。質問紙の回答者は，衛

生管理責任者とすることを質問紙に記載した。回答の提出方法は，郵送とし，提出期

限を 2020 年 5 月末とした。しかし，5 月末における回答数が少なかったため 2020 年

6 月に再依頼を行い，7 月末までに返送された回答を集計に用いた。質問紙の有効回答

数は 56 件であり，有効回答率は 50.9%であった 

 

2．倫理的配慮 

調査には，説明書を添付し，「調査の目的・内容」，「個人・施設の情報が公表される

ことがないこと」，「調査は任意で行われ，回答しないことによって不利益を被ること

はないこと」，「調査の参加をいつでも辞退できること」を明記し，回答者の同意を得

られた場合に同意書に署名を得た。調査は，龍谷大学人を対象とする研究に関する倫

理委員会から承認を得て実施した（2019〔令和元〕年 7 月 25 日承認，申請番号：2019-

09）。 

 

3．質問紙の内容 

1)回答者の属性と施設概要に関する質問 

回答者の属性については，職種，職種の経験年数，衛生管理責任者としての経験年

数の回答を得た。一方，施設の概要については，施設の分野，1 日における提供食数，

施設の設置経過年数，加熱調理食品の温度測定者の回答を得た。 

 

2)加熱温度管理の現状に関する質問 

衛管マニュアルの存在ついて「1．よく知っている，2．知っている，3．あまり知ら

ない，4．全く知らない」の選択肢から，内容については「1．詳しく知っている，2．

知っている，3．あまり知らない，4．全く知らない」の選択肢から回答を得た。また，

加熱調理食品の中心温度測定の実施の有無については「1．すべての食品で行っている，

2．場合によって行っている，3．全く行っていない」の選択肢から回答を得た上で，
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実施有りの回答者には，「75℃以上に達したことを確認し，そこから 1 分間以上（以下

75℃で 1 分間以上）加熱している（以下衛管マニュアル記載方法）」，「施設で取り決め

た『ある一定の温度』に達したら，加熱をやめている」，「それ以外の方法で行ってい

る」の選択肢から回答を得た。測定方法が「施設で取り決めた『ある一定の温度』に達

したら，加熱をやめている」と回答した回答者には，施設で取り決めた『ある一定の

温度』の温度の回答を得た。施設に温度の基準のない場合には，経験に基づくおおよ

その温度の回答を得た。測定方法が，「それ以外の方法で行っている」と回答した回答

者には，具体的な方法について自由記述での回答を得た。 

なお，本調査では，二枚貝などのノロウイルス汚染の恐れのある食材についての解

析は除外した。 

 

3)加熱温度管理に対する衛生管理責任者の意識および作業に関する質問 

加熱温度管理に対する意識について「1．非常に重要だと思う，2．重要だと思う，

3．あまり重要ではないと思う，4．全く重要でないと思う」の選択肢から，作業につ

いて「1．全く手間ではない，2．手間ではない，3．少し面倒だ，4．かなり面倒だ」

の選択肢から回答を得た。 

 

4．回答の集計および統計処理 

統計処理は加熱調理食品の温度管理方法について行った。解析には統計解析ソフト

GraphPad Prism7（GraphPad Software Inc. USA）を用い，「衛管マニュアル記載方法」

で行っている施設と「それ以外」の施設の 2 群に分けたうえで，施設分野，食数およ

び衛管マニュアルの「存在」および「内容」の認知度，加熱温度管理の有無および手間

の度合いについてクロス集計し，χ2検定を行った。有意水準は 5％とした。 

 

 

 

 

 

 

 



 

6 

 

Ⅲ．結果 

1．調査の回答者の属性と回答施設の概要 

調査の回答者（各施設の衛生管理責任者）の属性と回答施設の概要を表 1-1 に示し

た。衛生管理責任者の職種は「管理栄養士・栄養士」73.2％でもっと多く，その他は管

理栄養士・栄養士と調理員・調理師を兼務している職種であり，ほとんどの施設の衛

生管理責任者は管理栄養士・栄養士の有資格者であった。職種歴は，平均 15.6±10.6 年

で，その内訳は「10 年未満」35.7％，「10 年以上 20 年未満」30.4％，「20 年以上」

33.9％であった。衛生管理責任者としての経歴年数は，平均 8.6±7.6 年で，約 7 割が

「10 年未満」であった。施設分野は，「医療施設」32.1％，「高齢者福祉施設」21.4％，

「児童福祉施設」25.0％，「学校」7.1％，「事業所」10.7％，「セントラルキッチン」3.6％

であった。施設の設置経過年数は，平均 15.7±11.0 年で，3 年以内の新しい施設もある

一方で 30 年以上経過する古い施設も存在していた。提供食数について，平均

993.0±1750.4 食で，1 日 250 食以上 500 食未満の施設が最も多く 35.7％であった。

衛管マニュアルが適用される「1 回 300 食以上又は 1 日 750 食以上」の施設は 30.4％

で，69.6％は「1 回 300 食未満又は 1 日 750 食未満」であった。 
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質問項目 回答肢 回答数 (%)

管理栄養士・栄養士 41 (73.2)

調理師・調理員 13 (23.2)

事務職員 1 (1.8)

その他 1 (1.8)

10年未満 20 (35.7)

10年以上20年未満 17 (30.4)

20年以上 19 (33.9)

平均値±標準偏差（年）

10年未満 38 (67.9)

10年以上20年未満 12 (21.4)

20年以上 6 (10.7)

平均値±標準偏差(年）

医療施設 18 (32.1)

高齢者福祉施設 12 (21.4)

児童福祉施設 14 (25.0)

学校 4 (7.1)

事業所 6 (10.7)

セントラルキッチン 2 (3.6)

10年未満 19 (33.9)

10年以上20年未満 20 (35.7)

20年以上 17 (30.4)

平均値±標準偏差（年）

1回300食未満または

1日750食未満
39 (69.6)

1回300食以上または

1日750食以上
17 (30.4)

平均値±標準偏差（食）

250食未満 13 （23.2）

250食以上500食未満 20 （35.7）

500食以上750食未満 7 （12.5）

750食以上1000食未満 3 (5.4)

1000食以上 13 (23.2)

n=56

1日当たりの提供食数

15.7±11.0

表1-1 　回答者の属性と回答施設の概要

衛生管理責任者の職種

15.6±10.6

職種歴

衛生管理責任者の

職種経験年数

8.6±7.6

993.0±1750.4

施設分野

施設設置経過年数

提供食数
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2．加熱温度管理の現状 

加熱温度管理の現状についての結果を表 1-2 に示した。衛管マニュアルの存在につ

いて，「よく知っている」又は「知っている」と回答した施設が 9 割を占め，衛管マニ

ュアルについて認知していたが，「あまり知らない」と回答した施設が 1.8%あり，衛

管マニュアルについて認知の低い施設も見受けられた。また，衛管マニュアルの内容

の熟知について，認知度同様に，ほとんどの施設では衛管マニュアルについて熟知し

ていたが，「あまり知らない」と回答した施設は 3.6％あり，熟知の低い施設があるこ

とも分かった。中心温度の測定に有無については，「すべての食品で行っている」が

75.0％，「場合によって行っている」が 25.0％で 7 割以上の施設ですべての食品で加熱

温度管理を行っていることが分かった。また，全く行っていない施設は見受けられな

かった。加熱調理食品の中心温度測定について，「実際に加熱調理作業に携わった調理

師・調理員が行っている」が 92.9％で，ほとんどの施設で調理作業員が中心温度の確

認および記録を行っていることが分かった。 

加熱温度管理方法について，衛管マニュアルに準拠した「75℃以上に達したことを

確認し，そこから 1 分間以上加熱している」施設は，全体の 44.6％で，「施設で取り決

めた『ある一定の温度』に到達したら加熱をやめている」施設は 42.9％で，「それ以外

の方法で行っている」施設は 12.5％であった。 

温度管理方法について，到達温度を確認する方法および独自の方法で行っている施

設がおおよそ半数以上存在することが分かった。到達温度を確認する方法では，到達

温度として，75℃，79℃，85℃，90℃など様々であったが，75℃以下で温度管理をし

ている施設は見受けられなかった（表 1-3）。独自の方法では，79℃で一瞬など，衛管

マニュアル記載の加熱温度よりも高い基準で実施している施設も存在する一方で，加

熱のし過ぎで焦げたり，食材によっては破裂するなどの理由から，3 点測定し，75℃

以上を確認した時点で加熱を終了するといった施設もあった（表 1-4）。また，1 日の

提供食数の回答より衛管マニュアルが適用される施設を抽出し分析したところ，衛管

マニュアルに準拠した温度管理を行っている施設は 35.3％で，64.7％はそれ以外の方

法で温度管理を行っていることが分かった。 
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質
問
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）
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2
3

（
4
1
.1

）
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1

（
1
.8

）

全
く
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0
（

0
.0

）

詳
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く
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て
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る
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4

（
2
5
.0

）
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る
4
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（
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1
.4

）
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い
2

（
3
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く
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)

7
5
℃

以
上

に
達

し
た

こ
と

を
確

認
し

、
そ

こ
か

ら
1
分

以
上

加
熱

し
て

い
る

2
5

(4
4
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あ
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定
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温
度

」
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2
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方
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=
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温
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3．加熱温度管理に対する意識 

加熱温度管理に対する意識についての結果を表 1-5 に示した。すべての施設におい

て加熱温度管理は，「非常に重要だと思う」又は，「重要だと思う」と回答し，衛生管理

として重要であると回答した。一方で作業の手間については，「全く手間ではない」が

21.4％，「手間ではない」が 41.1％「少し面倒だ」が 32.4％，「かなり面倒だ」が 5.4％

であり，約 4 割の施設が加熱温度管理の重要性を認識しているが，その作業は面倒だ

と回答していた。 

上記でも示したように，温度管理方法について衛管マニュアル記載の方法以外で行

っている施設がおおよそ半数以上存在することが分かった。そこで，75℃で 1 分間以

上行っている施設とそれ以外の施設（到達温度で管理する方法および独自の方法）の

2 群に分けて，調査で得られた回答についてクロス集計を行い，その結果を表 1-6 に

示した。なお，衛管マニュアルの存在および内容について「よく知っている（詳しく

知っている）」および「知っている」を熟知あり，「あまり知らない」，「全く知らない」

を熟知なしとし分析を行った。中心温度測定の作業について「全く手間ではない」「手

間ではない」を「肯定的」，「少し面倒だ」，「かなり面倒だ」を「否定的」として分析し

た。その結果いずれの質問においても 2 群の間に有意な差は認められなかった。 

到達温度(℃） 施設件数

75 1

79 3

80 2

85 16

90 2

n=24

表1-3　施設で独自に取り決めている到達加熱温度

表1-4　施設で取り決めた独自の加熱温度管理方法

・3点測定し、75 ℃以上あれば加熱を終了する

・79 ℃瞬間

・85 ℃1分以上（２施設）

・85 ℃一瞬で、一番火の通りにくいであろう場所の食材を３個計測

・85 ℃以上90秒以上

・90 ℃３点
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質問項目 回答肢 回答数 (%)

非常に重要だと思う 39 （69.6）

重要だと思う 17 （30.4）

あまり重要ではないと思う 0 （0.0）

全く重要ではないと思う 0 （0.0）

全く手間ではない 12 （21.4）

手間ではない 23 （41.1）

少し面倒だ 18 （32.1）

かなり面倒だ 3 （5.4）

n=56

表1-5　加熱温度管理についての意識調査

加熱温度管理の

意識について
食品の加熱温度管理の重要性について

加熱温度管理の

作業について
中心温度測定の手間について

医療施設 11 (44.0) 7 (22.6)

高齢者福祉施設 5 (20.0) 7 (22.7)

児童福祉施設 5 (20.0) 9 (29.0)

学校 2 (8.0） 2 (6.5)

事業所 2 (8.0） 4 (12.9)

セントラルキッチン 0 (0.0) 2 (6.5)

1回300食未満又は1日750食未満 19 (76.0) 20 (64.5)

1回300食以上又は1日750食以上 6 (24.0) 11 (35.5)

熟知あり 25 (100) 30 (96.8)

熟知なし 0 (0) 1 (3.2)

熟知あり 24 (96.0) 30 (96.8)

熟知なし 1 (4.0） 1 (3.2）

すべての食品で行っている 19 (76.0) 23 (74.2)

場合によって行っている 6 (24.0) 8 (25.8)

全く行ってない 0 (0.0) 0 (0.0)

肯定的 16 (64.0) 19 (61.3)

否定的 9 (36.0) 12 (38.7)
0.04 0.8351

χ2値

(自由度）

有意確率

ｐ 値
質問項目 回答肢

0.02 0.8767

0.02 0.8767

加熱温度管理の作業に

ついて

中心温度測定の手間に

ついて

- -

0.86 0.3528

0.82 0.3649

施設の概要

施設の分野について

食数について

加熱温度管理の実際

大量調理衛生マニュア

ルの存在について

大量調理衛生マニュア

ルの内容について

中心温度の測定の有無

について

表1-6　温度確認方法の違いによる比較

温度確認方法

７５℃１分以上 それ以外の方法

n=25

人数（％）

n=31

人数（％）
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Ⅳ．考察 

本章の研究では，給食施設における加熱温度管理の現状と意識調査を行い，加熱温

度管理における実態調査を行った。 

衛管マニュアルの存在および内容については，9 割以上の施設において存在および

内容を知っていた。その一方で，「あまり知らない」と回答した施設も少数だが見受け

られた。「あまり知らない」と回答した施設の衛生管理責任者は，20 年以上調理業務に

従事していることから，衛管マニュアルが施行される前に学校を卒業していれば詳し

く学んでおらず，その後自ら衛生管理の新しい情報収集などをしていなかった可能性

も考えられる。 

中心温度の測定の有無に関して 7 割以上の施設は，すべての食品で確認を行ってい

るものの，「場合によってのみ」温度管理を行っている施設が 2 割以上存在することも

明らかになった。本研究では，「場合によってのみ」と回答した施設について，どのよ

うな場合に行っているかの調査を行っていないため不明ではあるが，調理中に付着し

た細菌などを考慮するとすべての食品について確認を行うことが望ましいと考える。

加熱温度管理については，衛管マニュアル通りの，75℃1 分間以上の確認を準拠して

いる施設と，それ以外の方法で行っている施設は同割合で存在することが分かった。

さらに，「1 回 300 食以上または 1 日 750 食以上」を提供している衛管マニュアル対

象施設においても，半数以上の施設が加熱温度管理は衛管マニュアルの方法ではなく

それ以外の方法で行っていた。それ以外の方法としては，ある一定に達したら加熱を

やめるといった「到達温度」で管理を行っている施設が約 4 割存在していた。また，

85℃を確認してから 1 分間加熱すると回答した施設もあり，75℃1 分間と同等以上の

加熱と認められる施設もあった。一方で 79℃一瞬と回答した施設もあり，到達温度で

の加熱温度管理と類似した方法で行っている施設も存在した。食品安全委員会では腸

管出血性大腸菌O157 やカンピロバクターなど食中毒を防止するためには 75℃で 1 分

間以上の加熱が必要としている 15,16）。また，厚生労働省では，75℃で 1 分間以上と同

等の加熱条件として，「70℃，3 分」，「69℃，4 分」，「68℃，5 分」，「67℃，8 分」，

「66℃，11 分」，「65℃，15 分」が妥当であると示しており 17），到達温度についての

記載は見当たらなかった。到達温度での確認方法で加熱温度管理を行っていた施設で

は，温度を設定するにあたりこれまでの調理経験などから導き出した温度，もしくは

75℃よりも高い温度を設定することで安全であると推測した温度であり，エビデンス
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に基づいた温度設定ではない可能性が考えられる。75℃以上の温度であっても，1 分

間以上の加熱がされていなければ食中毒の原因菌などが完全に死滅しているかは不明

であると考える。エビデンスのない衛生管理を行うことは，給食施設においてはリス

クが高いため，到達温度の設定および独自の方法の設定のためには，その温度，方法

が安全であるかの検証が必要であると考える。衛管マニュアルが施行されておおよそ

20 年が経過し，これまでに 4 回改正はされているものの温度管理についてはノロウイ

ルス予防のための温度管理以外大きな改正はされていない 18-22）。また本調査は限られ

た地域での調査であり，限定的な結果しか示せていないが，到達温度での確認の方法

が多くの施設で実施されている実態があるのであれば，安全である到達温度の検証を

したうえで，得られたエビデンスをもとに衛管マニュアルにおける加熱温度管理につ

いて見直しをする必要があると示唆する。 

また実際の現場においては，75℃を確認してから 1 分間以上の加熱により焦げたり，

食材によっては破裂するなどの理由から 75℃以上を確認した時点で加熱を終了する

施設も存在していた。75℃で 1 分間以上の加熱により，食中毒の原因菌は死滅する可

能性は高くなるが，食材の種類や厚さなどの条件によっては加熱の度合いにより食味

や外観を損なう可能性がある。特に肉や魚などのたんぱく質を主成分とする食材の硬

さは加熱度合いにより変化し，食味に影響すると考えられる 14）。たんぱく質は加熱に

伴い熱凝固や熱収縮が起こるとされ，加熱条件の違いにより肉のジューシー感に影響

が出ること 23）や筋原線維の硬直が起こること 24）が報告されている。野菜についても

加熱温度と加熱時間は食味に影響することが分かっているため 25），食味と加熱温度，

加熱時間は関連している。つまり過剰な加熱は，衛生管理のうえでは安全であるかも

しれないが，美味性の高い食事提供にはつながらない。そのため，給食施設での衛生

的で美味性の高い食事提供をするためには，加熱温度管理の見直しが必要であると考

える。また現行の加熱温度管理は，すべての食材に関して一律であるが，美味しさも

重視するためには本来なら食材ごとやその厚さによって加熱温度管理を変えるべきで

ある。しかしながら手引にするためには加熱方法の違いなど様々なケースや食材につ

いてデータベース化する必要があり現実的ではない。そこで，その場で簡単に衛生検

査ができる検査モデルを構築することができれば衛生管理をさらに強化することがで

きると考えられる。 

また衛生管理としての加熱温度管理は重要と考えられているが，今回の調査で実際
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に現場での作業としては，手間であると感じている施設は半数近く存在していること

が分かった。既報 11）においても，衛生管理作業が作業効率の低下を感じている施設が

存在すると報告していることから，加熱温度管理を到達温度で確認する方法や独自の

方法で行っている理由も，作業の簡略化が目的であることは否めないと推察する。ま

た，近年では，食品内部の温度を測定できる装置付きのスチームコンベクションオー

ブンなどが開発されているが 26），これらを導入するにはコストがかかるため現実的と

は言えないだろう。いずれにせよ，75℃を確認してから 1 分間以上の加熱温度管理は

作業の効率性を欠く作業であることから，食中毒のリスクを抑えコストをかけずに作

業の簡略化をすることは今後の課題と示唆する。 

また，温度確認方法の違いによる群分けを行い，統計処理を行ったが，いずれの項

目についても有意な差は認められなかった。特に「1 回 300 食以上又は 1 日 750 食以

上」の衛管マニュアル対象施設では，衛管マニュアルに準拠した方法で温度管理を行

っていると予想したが，差は認められなかった。本調査では，衛管マニュアル対象施

設が 17 施設とｎ数が少なかったため，更に細分化しての分析は行わなかったが，食数

が多くなると加熱温度管理作業への負担もさらに増えると考えられるため，施設で管

理しやすい方法で行っていると考えられる。また中心温度測定の手間についても，既

報の結果 8）より衛管マニュアル通りの 75℃1 分間以上群の大半が否定的な回答をする

と予想したが，差は認められなかった。これらの要因として，ｎ数が少ないこと以外

にも，温度測定者は，衛生管理責任者ではなくほとんどの施設で実際に調理に携わっ

た調理従事者であり，本調査では調理従事者の意見は，回答には反映されていないこ

とから手間について差が認められなかったと考えられる。しかしながら，本調査で得

られた結果において半数近くの施設では，加熱温度管理作業について否定的に捉えて

いることから，食の安全性を担保した上で作業を簡略化することに意義はあると考え

る。 

衛管マニュアルは，給食施設における衛生管理の基本であり，具体的な温度管理と

して 75℃で 1 分間以上の加熱の方法が最も安全であるとされていることから，本来で

あればこの方法を準拠すべきである。したがって調査した半数以上の給食施設が衛管

マニュアルを準拠していない現状については，重要な問題であり衛生管理責任者や調

理従事者への衛生教育が再度必要であると考える。しかしながら，実際の現場におい

て 75℃で 1分間以上の加熱が過剰加熱になるケースや作業に煩わしさを感じているこ
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とが本調査で明らかとなったため，衛管マニュアル以外の管理方法についても検討す

ることに意義はあると考える。衛管マニュアル以外の管理方法として，到達温度での

衛生管理方法でも安全であると培養法によりエビデンスが得られれば，到達温度での

管理方法を提案したい。 

本章の研究の限界として，次の 3 つが挙げられる。1 つめは，調査した地域が限定

的であり，さらに調査施設が少ない上に，回収率もおおよそ半数であったことから，

示した結果には限界があり，さらに統計処理において有意差が生じにくかったことで

ある。そして 2 つめは，質問紙の質問項目について，食数については調査したものの，

調理従事者の人数を調査していなかったため，手間との関連性を検討することができ

なかった。また，対象施設について，委託と直営についても調査していないため，委

託の施設の場合，同じ委託給食会社であれば加熱温度管理方法については，同様の回

答が得られると考えられる。3 つめは，回答のあった施設のうち，独自の加熱温度管理

方法を設定している施設に,その設定するに至った経緯について質問していないため，

現状を把握するには不十分であったことである。今後は，調査施設を拡充させるとと

もに，必要であれば追調査を行う必要があると考えられる。 

 

Ⅴ．まとめ 

本章では，給食施設に対して加熱温度管理の状況における質問紙調査を実施し，給

食施設における食品の加熱温度管理の実態を明らかにすることを目的とした。 

本研究で得られた結果から，衛管マニュアルにある 75℃で 1 分間以上を準拠した方法

で加熱温度管理を行っている施設は，おおよそ半数であった。一方，衛管マニュアル

に記載された以外の加熱温度管理の方法について安全性の検証の必要性を明らかにし

た。また，温度管理は，重要だと考えている反面で，手間だと感じている回答者も存

在することが明らかになった。 
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第 2 章 給食施設における到達温度による 

食品加熱温度管理の可能性の検討 

〜蒸し鶏肉団子の一般生菌数での検討〜 

 

Ⅰ．緒言 

序論でも示したように衛管マニュアルには，加熱調理食品は，「中心部温度計を用い

るなどにより，中心部が 75℃で 1 分間以上（二枚貝等ノロウイルス汚染のおそれのあ

る食品の場合は 85℃で 1 分間以上）又はこれと同等以上まで加熱されていることを確

認するとともに，温度と時間の記録を行うこと。8）」と記載されている。加熱温度管理

方法を含め衛管マニュアルは食中毒を予防する重要なマニュアルであり．衛生管理の

基盤になっているものの，各施設における具体的な衛生管理方法は，施設ごとに委ね

られている 9）。 

第 1 章では，衛管マニュアルを遵守した 75℃1 分間以上の加熱を行っている施設と

衛管マニュアル以外の方法で加熱温度管理を行っている施設は同割合存在していると

報告した 27）。またそのうち約 4 割の施設は、到達温度で温度管理を実施しており，そ

の到達温度は 75℃以上であるもののエビデンスに基づいた温度設定であるかは不明

である。なお，食品安全委員会では腸管出血性大腸菌 O157 やカンピロバクター属菌

など細菌性食中毒を防止するためには 75℃1 分間以上の加熱が必要としている 15,16）。

また，第 1 章でも示したが到達温度における加熱温度管理についてのエビデンスは不

明であり，到達温度での温度管理方法が安全であるか検証することに意義はあるとい

える。 

一方，食中毒は一般的に夏季に起こりやすいとされ，カンピロバクター菌属やサル

モネラ菌属は，冬季よりも夏季の方が高検出率との報告もある 28）特に食肉などは加工

の段階から付着している菌数に違いがあると考えられる。そのため購入時期による食

材の衛生状態を調査することは重要である。 

本章では，到達温度における加熱温度管理が，衛管マニュアルと同等の殺菌効果を

もたらすかについて，培養法を用いて検討を行った。また併せて食材の購入時期の違

いによる衛生状態についても検討を行い，到達温度での加熱温度管理方法が食品衛生

上安全な手法であるか明らかにすることを目的とした。 
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Ⅱ．方法 

1．供試検体 

2021 年 9 月および 12 月に京都府京都市内の業務用食品販売業者および 2022 年 4

月に愛知県名古屋市内のスーパーY にて常時購入可能な国産鶏むねひき肉を使用した。 

 

2．試料調製 

検体 50 g を直径 5cm 大の団子状にし，非加熱およびスチームコンべクションオー

ブン（FSCCWE101，(株)フジマック）を用いてスチームモード，蒸気量 100％，庫内

温度 100℃で加熱を行い，中心温度が 40℃，50℃，60℃，65℃，70℃，75℃，80℃お

よび 85℃に到達した時点で加熱を終了し，試料とした。また，比較対照として，衛管

マニュアルに記載のある加熱温度管理方法（中心温度 75℃で 1 分間以上）で加熱をし

た試料も併せて調製した。鶏ひき肉団子は，要時まで 4℃の冷蔵庫で保存し，冷蔵庫か

ら取り出したのち直ちに実験に供した。また実習室の気温は，室温が一定になるよう

調節した。検体の中心温度は熱電対（TMB-KS32Ⅱ/316L-700-VX15-700，山里産業（株））

および温度ロガー（SK－L400T，佐藤計量器製作所）用いて，モニタリングを行った。

また加熱後は 4℃の滅菌水中で 5 分間冷却した。サンプリングバックに，冷却後の各

試料と細胞培養用 PBS 溶液（富士フイルム和光純薬（株））50 mL を加え，ストマッ

カー（ストマッカーE-Mix primo，アズワン（株））で 1 分間ストマックし，試料液とし

た。 

 

3．培養法における生菌数の確認 

公定法 29)である培養法を用いて一般生菌数の確認を行った。培地は，3M™ペトリフ

ィルム™生菌数迅速測定用プレート RAC プレート（スリーエムジャパン株式会社）を

用いた。試料液は，細胞培養 PBS 溶液で 10 倍もしくは 100 倍に希釈した。希釈した

試料 1 mL をペトリフィルム™に接種し，スプレッターで広げゲル化したのち 36.0℃

で 24 時間好気培養した。培養後形成したコロニー数をカウントし，検体 1 mL 当たり

のコロニー形成単位（CFU）を求めた。 
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Ⅳ．結果 

1．到達温度によるコロニー数の違い 

加熱到達温度に伴う鶏ひき肉のコロニー数の変化を表 2-1 に示した。4 月に購入し

たひき肉（以下，春季）について，加熱前の鶏ひき肉のコロニー数は，3.8±1.7×103  

CFU/mL，到達温度 40℃では，2.8±1.9×102 CFU/mL，50℃では，1.6±1.3×101 CFU/mL，

60℃ではコロニー数の平均値は 1 CFU/mL 以下となり検出限界値以下となった。また，

65℃以上ではコロニーは検出されなかった。9 月に購入したひき肉(以下，夏季)では，

加熱前の鶏ひき肉のコロニー数は 1.1±9.9×105 CFU/mL，40℃では 8.4±5.8×103  

CFU/mL，50℃では 5.0±6.5×101 CFU/mL，60℃では 2.1±1.6×100  CFU/mL，65℃

では 1.3±3.8×101 CFU/mL で 70℃以上ではコロニー数は検出されなかった。12 月に

購入したひき肉(以下冬季)では，加熱前のひき肉のコロニー数は，2.3±0.6×103  

CFU/mL で，40℃では 7.7±6.6×101 CFU/mL，50℃では 1.3±0.8×101 CFU/mL，60℃

以上ではコロニーは検出されなかった。また，いずれの時期においても，75℃1 分間

加熱したひき肉では，コロニーの検出はなかった。 

購入時期別に比較すると，加熱前および到達温度 40℃，50℃のコロニー数では，春

季および冬季と比較すると，夏季が多いことが分かった。一方で加熱前および到達温

度 40℃，50℃の春季と冬季のコロニー数に差は認められなかった。また冬季では到達

温度 60℃以上でコロニーが検出されなかったのに対し，春季では 65℃，夏季では 70℃

以上からコロニーが検出されなかった。 

 

 

 

加熱前 3.8 ± 1.7×103 1.1 ± 9.9×105 2.30 ± 0.6×103

40℃ 2.8 ± 1.9×102 8.4 ± 5.8×102 7.70 ± 6.6×101

50℃ 1.6 ± 1.3×101 5.0 ± 6.5×101 1.30 ± 0.8×101

60℃ 2.1 ± 1.6×100

65℃ 1.3 ± 3.0×101

70℃～

N.D. N.D.

N.D. N.D. N.D.

数値は平均値±標準偏差（n=3-18）を示す．N. D.=不検出

 <0=検出限界値以下

表2-1  食材の購入時期および加熱到達温度による鶏ひき肉団子のコロニー数の変化

コロニー数（CFU/ml）

春季 夏季 冬季

< 0 N.D.
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2．購入時期の違いによる温度到達時間の変化 

加熱到達温度における鶏ひき肉団子の加熱時間の違いを表 2-2-1 に，比較対照とし

て行った衛管マニュアルの加熱温度管理方法である 75℃1 分間の加熱による鶏ひき肉

団子の中心温度および加熱時間を表 2-2-2 に示した。 

温度到達時間については，いずれの時期においても差は認められなかった。コロニ

ー数に差が認められた到達温度 40℃，50℃では，それぞれ春季が 4 分 29 秒±19 秒，

5 分 55 秒±15 秒，夏季が 4 分 12 秒±35 秒，5 分 36 秒±18 秒，冬季が 3 分 44 秒±7 秒，

5 分 38 秒±34 秒であった。また，75℃1 分間後の加熱終了温度および加熱時間は，そ

れぞれ春季で 80.4±0.77℃，10 分 49 秒±33 秒，夏季で 79.8±0.23℃，10 分 22 秒±23

秒，冬季で 80.0±0.46℃，9 分 37 秒±46 秒であった。 
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Ⅳ考察 

給食施設における加熱温度管理について衛管マニュアルでは，食中毒菌を死滅させ

るために中心温度が 75℃で 1 分間以上の加熱を必要としている 8)。しかしながら，第

1 章で報告した調査結果より，給食施設における加熱温度管理方法は，作業の煩雑さ

や過剰加熱を防ぐために中心温度が 75℃1 分間以上の加熱ではなく，到達温度により

管理を行っている施設が存在していることが明らかとなった 27）。 

そこで本章では，到達温度を用いた加熱温度管理における食材の衛生状態について，

一般生菌数を用いて検討を行った。その結果，蒸し加熱調理における鶏ひき肉団子の

一般生菌数は，春季に購入した鶏ひき肉，夏季に購入したひき肉，冬季に購入したひ

き肉においてそれぞれ到達温度が 65℃，70℃，60℃以上で検出されなかった。食品の

衛生状態を評価する場合，一般生菌数，大腸菌群数などの衛生指標菌が用いられる 30）。

なかでも食品中の一般生菌数は，具体的な食中毒菌の種類は特定できないものの食品

衛生法における食品別の規格基準の成分規格 31）においても取り決めがなされるなど，

食品の衛生状態の良否を判断する指標となっている。これらのことから，本研究では

一般生菌数を用いて，衛生状態の評価を行ったところ蒸し加熱による鶏ひき肉団子の

衛生状態は，到達温度における加熱温度管理でも 75℃1 分間以上と同等の加熱殺菌効

果が得られる可能性が示唆された。第 1 章で行った調査において，75℃以下で管理を

行っている施設は見受けられなかったが 27），本研究の結果より鶏ひき肉団子 50g を蒸

し加熱する場合においては，到達温度が 75℃以下でも加熱殺菌されている可能性が示

唆された。第 1 章の調査で得られた加熱温度方法 27）はすべて衛生的に問題のない衛生

管理方法であることが示された。衛管マニュアルの加熱温度管理は，食材の種類や大

きさ，厚さなどの条件の記載はなくすべての食材に対して 75℃1 分間以上の加熱を推

奨している。しかしながら，食材の種類によっては過剰加熱となり，焦げやパサつき

の原因にもなりうることから，75℃１分間以上の加熱方法以外でも食中毒菌の殺菌効

果が得られればより美味な食事の提供に繋がると考えられる。本研究において鶏ひき

肉を用いた理由として，ひき肉は，製造過程による影響や表面積が大きく空気に触れ

る面積も大きいため細菌が繁殖しやすいとされている 32，33）。特に鶏ひき肉は，豚や牛

のひき肉に比べ水分含量が多いこと 34）から細菌が繁殖しやすい。厚生労働省より発表

された食中毒菌汚染実態調査では，鶏ひき肉においておおよそ半数以上の検体からサ

ルモネラ属菌が検出されたと報告している 35）。以上のことから鶏ひき肉は，食材の中
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でも細菌による汚染度が高いことから，到達温度における加熱温度管理のエビデンス

の一助になると考えられる。 

また，食中毒は年間を通して発生するものの，特に細菌性食中毒は一般的に夏季に

発生しやすいとされている 36）。加工を伴う食材は，その加工段階の衛生環境により細

菌の付着数に違いがあると考えられる。そこで，購入時期の違いによる検討も行った

ところ，春季および冬季に購入したひき肉と比較して，夏季に購入したひき肉の方が

加熱前の一般生菌数が多いことが分かった。一方で春季および冬季では，加熱前の一

般生菌数に差は認められなかった。前述したように冬季よりも夏季の方がカンピロバ

クター属菌やサルモネラ属菌の検出率が高いと報告しており 28），本研究では菌の特定

はしていないももの，夏季の方が一般細菌数の多いという点に関しては同様の結果と

なった。さらに，コロニーが検出されなくなった到達温度にも違いがあり，春季では

65℃，冬季では 60℃であったのに対し，夏季では 70℃でコロニーが検出されなくな

った。気温や湿度が高い夏季は，加工段階で細菌が増殖しやすく，鶏ひき肉中の細菌

が殺菌されるまである程度の加熱温度と加熱時間が必要であったと考えられる。加熱

時間においては，いずれの購入時期においても差は認められなかったが，到達温度が

60℃で約 6～7 分，65℃で約 7 分 30 秒～8 分，70℃で約 8～9 分の時間を要しており，

中心温度を 5℃上げるのに 1～1 分 30 秒程度要している。到達温度が高ければ加熱時

間も長くなることから，加熱殺菌の効果が十分発揮されると考えられる。これらのこ

とから，到達温度で温度管理を行う場合，購入時期により食材の汚染度が変化するこ

とを留意して，衛生管理に努める必要があると考える。本研究の結果より蒸し加熱に

よる鶏ひき肉団子においては，到達温度が 70℃以上であれば，75℃1 分間以上の加熱

と同等の殺菌効果が得られることが分かった。さらに，第 1 章における実態調査の対

象施設の加熱温度管理方法は，安全な方法であった可能性が示唆された。また調査で

得られた加熱方法には 85℃を確認してから 1 分間以上や 85℃で 90秒間といった加熱

温度管理方法があったが，これらは過剰加熱であり美味性を欠く要因であると考えら

れる。しかしながら，本研究は，蒸し加熱における鶏ひき肉団子の衛生状態の良否を

示しただけであるため，実態調査で得られた加熱温度管理方法が完全に安全な方法で

あったと示すためには，様々な食材や加熱方法で検証してく必要がある。 

一方で加熱時間においては，購入時期の違いによる差は認められなかった。本研究

では対照群として，衛管マニュアルの加熱温度管理方法である中心温度 75℃を確認し
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てから 1 分間加熱を行い，その加熱終了温度と総加熱時間を記録した。いずれの時期

においてもコロニーは検出されず，衛生状態は良好であった。75℃を確認してから 1

分後の温度はいずれの時期においてもおおよそ 80℃であり，3 クールとも到達温度

80℃の加熱時間は 10分程度となったことから，75℃1分間以上の加熱と到達温度 80℃

は同等な加熱温度管理であったことが分かった。 

以上のことから，到達温度での加熱温度管理について検討を行ったところ，蒸し加

熱における 50g の鶏ひき肉団子は，70℃に到達した時点でひき肉中の細菌は殺菌され

ており，衛生状態は良好であった。本研究で用いた鶏ひき肉団子について，75℃以下

の加熱温度管理でも衛生状態が良好であったことは，過剰加熱を防ぐことでより美味

な食事提供が可能となることを示唆することができた。しかしながら購入時期につい

て，加熱前の鶏ひき肉は，夏季の方が細菌数は多いため，到達温度で管理を行う場合

は，購入時期によって衛生状態が変化することを留意する必要があると考えられる。 

本章の研究の限界として 3 つ挙げられる。まず 1 つめは，限定的な加熱方法であっ

たことである。本研究ではスチームコンベンションオーブンを用いて蒸し加熱を行っ

た。蒸し加熱は，100℃以上は温度が上がらないため，コンビモードやオーブン加熱よ

り低い温度で加熱することから，加熱時間が長くなると考えられる。本研究の結果よ

り食材そのものの菌数が多いと殺菌される温度や加熱時間が長くなることが分かった。

これらのことから，100℃よりも高い温度で加熱した場合は，到達温度までの加熱時間

は短くなると考えられるが，衛生状態の良否は不明であるため，加熱方法の違いによ

る比較を行う必要がある。2 つめは，限定的な食材であったことである。鶏ひき肉は細

菌による汚染度が高いが，鶏ひき肉以外の様々な食材についても検討を行う必要があ

る。3 つめは，本研究では，鶏ひき肉の衛生状態を一般生菌数でしか評価していない。

そのため食材の衛生状態を強化するためには大腸菌など一般生菌数以外の衛生指標菌

についても確認を行う必要がある。今後は，加熱方法を変え，鶏ひき肉以外の食材に

ついても検討を行う予定である。 

 

V．まとめ 

本章では，蒸し加熱調理における鶏むねひき肉団子の衛生状態について，到達温度

における加熱温度管理が，衛管マニュアルと同等の殺菌効果をもたらすか検討を行っ

た。また併せて，購入時期の違いによる衛生状態についても検討を行い，衛生上安全
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である到達温度の確認を行った。その結果，本研究に用いた鶏むねひき肉団子では，

いずれの購入時期においても到達温度が 70℃以上であれば，一般生菌は検出されなか

った。購入時期の違いについては，春季および冬季では，購入時点での汚染度が夏季

よりも低かったことから 70℃以下でも一般生菌は不検出となった。 

以上のことから鶏むねひき肉団子の加熱温度管理は，到達温度による方法でも衛生

状態が保証可能であることが分かった。しかしながら，本研究は，限定的な食材およ

び限定的な加熱方法であるため，加熱方法や食材の種類を変えて検討する必要がある。 
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第 3 章 給食施設における ATP 測定法を用いた 

加熱調理後食品の衛生状態確認の試み 

 

Ⅰ．緒言 

第 1 章および第 2 章では，給食施設における加熱温度管理の実態およびその検証を

行った。検証実験では，限定的な食材および加熱方法ではあるが，到達温度において

も衛生状態は担保されていることが分かった。しかしながら，季節ごとに加熱前の食

材の衛生状態に違いがあり，到達温度を用いて衛生管理を行う場合その点に留意する

必要がある。そのため，食事の提供前に食品中に付着している菌数を定期的に検査し，

衛生状態を確認することで食中毒を予防できる可能性がある。 

第 2 章の検証実験では，公定法である培養法 29）を用いて一般生菌による，衛生状態

の確認を行った。食品の衛生状態を評価する場合，一般生菌数，大腸菌群数などの衛

生指標菌が用いられる。なかでも食品中の一般生菌数は，食品衛生法における食品別

の規格基準の成分規格 31）においても取り決めがなされるなど食品の衛生状態の良否

を判断するのに有用である。しかしながら，培養法は，35 ±1.0℃で 48±2 時間の培養

が必要であり，検査には長時間を要することに加え，培養器などの専用の設備が必須

である 29）ことが課題である。そのため，給食施設において日常的に培養法を用いて、

衛生状態を確認するには簡便であるとは言い難い。 

給食施設における衛生検査は，業務に支障をきたさないよう手間がかからず，さら

に食中毒を未然に防ぐためにも迅速に検査結果が得られることが求められる。現在，

給食施設での簡易衛生検査として使用されている方法に ATP（アデノシン三リン酸）

ふき取り検査法がある 37）。ATP ふき取り検査法は，ホタルルシフェラーゼ反応を用い

て，食品残渣や微生物由来の ATP を高感度に検出できるため，短時間かつ簡便に衛生

状態を可視化できる 37）。しかしながら，その対象は主に手指や調理台などであり，食

品の衛生状態を確認するためには用いられていない 38，39）。ATP 法を用いて食品中の衛

生状態を評価するためには，微生物由来の ATP のみを検出する必要があるが，市販検

査キットを用いることにより付着していた生菌数を数値化することができる 37，40）。す

なわち，この市販検査キットを用いて ATP 量から食品中の衛生状態を確認することが

できれば迅速に検査結果が得られると考えられる。しかしながら，ATP 測定法が食品

の衛生状態の良否を判断する方法として有効であるという報告は少なく 41），また食品
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中の一般生菌数の測定方法として有効かどうかは不明である。 

そこで本章では，ATP 測定法から得られた ATP 量と，公定法である培養法 29）で得

られた一般生菌数を比較し，ATP 測定法が給食施設における加熱調理後食品の衛生状

態の評価に活用できるか検討することを試みた。 

 

Ⅱ．方法 

1．供試検体 

2020 年 11 月に愛知県名古屋市内のスーパーH にて常時購入可能な国産鶏むねひき肉を

使用した。  

 

2．試料調製 

検体 50 g を直径 5cm 大の団子状にし，加熱前（0 秒）および水道水を電磁調理器（卓

上 IH 調理器 KZ-PH33，パナソニック（株））を使用して沸騰させ 60，90，120，150，180，

210，240，270，300，480 秒間ボイル加熱した。加熱中は，微沸になるよう中火または弱

火に調節した。加熱中は，防水型デジタル温度計（SN3000，（株）熱研）を用いて，検体

の中心温度の測定を行った。また，比較対照として，中心温度 75℃を確認してから 1 分間

加熱を行った（以下 75℃ 1 分間）。加熱後は，直ちに加熱を止めるためにウォーターバス

（低温恒温槽 CTB-2，アズワン（株））を用い 4℃の水中で 5 分間冷却した。サンプリング

バックに，冷却後の各試料と細胞培養用 PBS 溶液（富士フイルム和光純薬（株））50 mL

中でを加え，ストマッカー（ストマッカーE-Mix primo，アズワン（株））で 1 分間ストマ

ックした。 

 

3．ATP 測定装置による ATP 濃度の確認 

調製した試料は，細胞培養用 PBS 溶液を用いて 50 倍に希釈し測定に供した。ATP 量

は，ルシフェール HS セット（キッコーマンバイオケミファ(株)）を用い，指示書 42)に従

い生じた相対発光量 Relative Light Units(RLU)をルミノメーター（ルミテスターC-110，キ

ッコーマンバイオケミファ（株））により測定し，ATP 濃度に換算した。 

本検査キットは，ルシフェラーゼ反応を利用した ATP 測定の 1 つで，ATP を分解し消

去できる試薬と ATP 抽出試薬のキットである。微生物などは細胞内に ATP が含まれてお

り，食品や食品残渣には細胞外に ATP が含まれているため，細胞外の ATP を除去し，細
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胞内の ATP を測定することにより，微生物の生菌数を測定することができる 42）。 

 

4．培養法における生菌数の確認 

比較対照として公定法である培養法を用いて一般生菌数の確認を行った。培地は，3M™

ペトリフィルム™生菌数迅速測定用プレート RAC プレート（スリーエム ジャパン株式

会社）を用いた。試料は，細胞培養 PBS 溶液で 10 倍もしくは 100 倍に希釈した。希釈し

た試料 1 mL をペトリフィルム™に接種し，スプレッターで広げゲル化したのち 36.0℃で

24 時間好気培養した。培養後形成したコロニー数をカウントし，検体 1 mL 当たりのコロ

ニー形成単位（CFU）を求めた。 

 

5．統計解析 

統計解析には，統計ソフトの Graphpad Prism7.03（GraphPad Software Inc. USA）を用

いた。加熱時間による ATP 濃度の比較は,一元配置分散分析を用い，Tukey 法により多重

比較検定を行った。ATP 濃度とコロニー数の関連を，spearman の相関関係を用いて解析

した。有意水準は，5%未満（両側測定）とした。  
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Ⅲ．結果 

1．加熱による鶏ひき肉の ATP 濃度の変化 

加熱時間に伴う鶏ひき肉の ATP 濃度の変化を図 3-1 に示した。加熱前の鶏ひき肉の ATP

濃度は，2.12±0.21×10-7 M で，60 秒後には，0.68±0.07×10-7 M となった。加熱時間の経

過とともに経時的に ATP 濃度の減少がみられたが，加熱開始 270 秒後で 0.13±0.02×10-7 

M，300 秒後で 0.11±0.004 ×10-7 M ，480 秒後で 0.10 ×10-7 M となり，加熱開始 270 秒

後以降 0.11×10-7 M 付近から減少することはなかった。加熱終了後の鶏ひき肉の中心温度

は，270 秒で 30.1℃，300 秒で 31.5℃，480 秒では 57.7℃であった。75℃を確認後 1 分間

の加熱後の ATP 濃度は，0.11±0.06×10-7 M で加熱に要した時間は 11 分 30 秒であった。

また，75℃1 分間と 270~480 秒の試料における ATP 濃度の結果を図 3-2 に示したが，試

料間の差は認められなかった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 加熱時間による鶏ひき肉中の ATP 濃度および中心温度の変化 

ATP 濃度の数値は平均値±標準偏差 （n=3） 

〇ATP 濃度 △中心温度 
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図 3-2 加熱時間による鶏ひき肉中の ATP 濃度の比較 

試料間の比較は一元配置分散分析の後，Tukey 検定により多重比較を行ったが，試料

間に有意な差は認められなかった。 

数値は平均値±標準偏差 （n=3）（p>0.05）。 
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2．培養法による鶏ひき肉のコロニー数の確認 

加熱時間に伴う鶏ひき肉中のコロニー数の変化の結果を図 3-3 に示した。加熱前の鶏ひ

き肉中の一般生菌数は 2.1±0.3×103 CFU/mL で，加熱時間に伴って減少が認められた。

120 秒後には，1.3±0.3×103 CFU/mL となり，150 秒後には 1.1±0.3×103 CFU/mL とな

り，加熱前のおおよそ半分となった。さらに 480秒以降ではコロニーは検出されなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 培養法による鶏ひき肉中のコロニー数の変化  

数値は平均値±標準偏差 （n=3)  
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3．鶏ひき肉中の ATP 濃度と培養法によるコロニー数との比較 

ATP 測定法について，一般生菌数の指標として有効であるか確認を行うために，培養法

により検出されたコロニー数と ATP 濃度との関係を解析しその結果を図 3-4 に示した。

ATP 測定法で得られた鶏ひき肉中の ATP 濃度と培養法で得られた鶏ひき肉中のコロニー

数ともに，加熱時間の経過とともに経時的に減少が認められ，ATP 濃度とコロニー数には

相関関係が認められた（図 3-4，ｐ<0.0001，r＝0.9756）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 鶏ひき肉中の ATP 測定法および培養法による結果との相関 

ATP 濃度とコロニー数の関連は spearman 相関係数を算出した（p＜0.05）。 
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Ⅳ．考察  

 近年では，給食施設における衛生検査として，ホタルルシフェラーゼ反応を用いた ATP

ふき取り検査法が用いられている 37，43）。ATP ふき取り検査法の利点は，迅速かつ簡便に

手指や調理器具，調理台に付着した微生物と食品残渣を ATP の総和として数値化すること

ができることである 44）。手指や調理器具などに付着していた食品残渣は，菌の増殖リスク

を高め，衛生状態を悪化させる要因になり得るため，食品残渣を検出することで清浄度を

より強化することができる。すなわち，従来の ATP ふき取り検査法では，食品由来の ATP

も含まれているため，加熱調理後の食品の細菌汚染度のみを評価することはできない。加

熱調理後の食品の細菌汚染を評価するためには，食品由来の ATP を除去する必要がある。

そこで，食品や食品残渣に含まれる細胞外 ATP を分解できる市販試薬キット（ルシフェー

ル HS セット）を使用して，酵素処理 40，45）を行ったのち食品に付着した微生物中の生細

胞内 ATP 濃度を測定した。また市販キットを用いた ATP の測定が食品中の一般生菌数を

測定する方法として有効であるか検証するために，公定法である培養法の結果と比較を行

った。第 2 章にも示したが，鶏ひき肉は，食材の中でも汚染度が高く，衛生指標の一助と

なるため，本章でも鶏ひき肉を用いた。 

ATP 測定法と培養法を比較したところｒ=0.9756 と高い相関が認められた。また ATP 測

定法と培養法の両測定法が相関することについては，すでに報告があり 46-48），本研究にお

いても同様の結果が得られた。加熱前の試料中の ATP 濃度は 2.12×10-7 M で，加熱開始 60

秒後には 0.68×10-7 M となり ATP 濃度は半減していた。その後，加熱時間の経過とともに

経時的に ATP 濃度の減少が認められたが，加熱開始 270 秒以降の ATP 濃度は，0.11×10-7 

M 付近から減少することはなく加熱を終了した 480 秒後および 75℃1 分間加熱した試料

においても ATP の存在が認められた。また加熱開始 270 秒後，480 秒後の試料の中心温度

は，それぞれ 30.1℃，57.7℃であり，中心温度の差が 20℃以上あるにも拘らず ATP 濃度

に有意な差は認められなかった。培養法においても，ATP 濃度の結果と同様に，加熱時間

の経過とともに経時的にコロニー数は減少し，加熱開始 270 秒後，300 秒後の試料からは

生菌が 4.2±0.8×102 CFU/mL，1.3±0.1×102 CFU/mL 検出された。これらのことから加熱

開始 300 秒よりも加熱時間の短い試料においては，食品に付着した微生物が死滅せず残存

していた可能性が示唆された。一方で加熱開始 480 秒後の試料では中心温度が 75℃に達

していなかったが，コロニーは検出されていないため，微生物はすべて死滅していたと考

えられる。第 2 章の結果においては，冬季に購入したひき肉では到達温度 60℃以上であれ
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ばコロニーの検出は認めらなかった。本章で用いたひき肉は冬季に購入しており，加熱開

始から 480 秒後の中心温度は 57.7℃であったため，第 2 章と類似の結果となった。また衛

管マニュアルに記載のある 75℃1 分間の加熱を行った場合においても，コロニーの検出は

認められなかった。培養法の結果と併せると加熱開始 270 秒後，300 秒後の試料の ATP

は，微生物由来の ATP も含まれていたと考えられる。しかしながら，75℃で 1 分間以上の

加熱は，本来であれば耐熱性菌を除くほとんどの微生物は死滅する温度帯であり，また

75℃で 1 分間以上加熱した試料および加熱開始 480 秒後の試料のいずれにもコロニーは

認められなかったことから，検出された ATP は，微生物由来以外の ATP である可能性が

示唆された。 

検出された ATP について，死滅した微生物中の ATP は，速やかに消失されるため 49），

死滅菌の影響の可能性は低いが，食肉中の細胞内外にも ATP が含まれている可能性がある

ため 50），それらが消去しきれず測定に影響を与えた可能性がある。いずれにせよ食品中の

ATP が完全に消去できなければ，一般生菌数の値とはいえない。しかし上記にも示したよ

うに ATP 測定法と培養法には高い相関性が認められている。冷凍ケーキを用いた先行研究

において一般生菌数の確認方法として ATP 測定法が有効であるとの報告もある 41）。これ

らの報告には，食品に含まれる ATP の残存についての記載はなかったが，本研究で用いた

食品では，食品中に含まれる ATP の残存の可能性が示唆されたため，ATP 測定法を食品中

の衛生指標とするためには，残存している食品由来の ATP をバックグラウンドとして取り

扱う必要がある。今後は，食品によってどの程度食品由来の ATP が残存するのか検討する

必要がある。 

さらに，加熱開始 480 秒後の試料は中心温度が 75℃に到達していないにも関わらず，

培養法においてもコロニーは確認されず，75℃で 1 分間以上加熱した検体と ATP 濃度に

有意な差はなかった。第 2 章と同様に，中心温度が 75℃未満であっても，食材によっては

微生物が死滅できている可能性がある。これまで給食施設の衛生管理は，衛管マニュアル

を基本に行ってきたが，長時間の加熱による品質の変化 14，50-52）や食中毒が発生している

ことを踏まえると 53，54)，ATP 測定法によってその場で簡便かつ迅速に食品の衛生状態を

確認するこができればもう少し柔軟に加熱温度管理を行うことが可能になり，さらに食中

毒事故を未然に防ぐことができると考えられる。 

そして，一般生菌数以外にも大腸菌なども衛生指標菌のひとつであることから，培養法

における大腸菌数と ATP 測定法との相関性を確認し，迅速かつ手軽に衛生状態を強化でき



 

34 

 

る一助になるよう検討していく必要がある。 

ところで，今回検討した方法を実際の給食施設現場で衛生管理に用いるためには，設備

導入や試薬購入などのコスト管理が重要となってくる。ATP 量を測定するためには，方法

でも示したがストマッカーやルミノメーターといった機器が必要である。本研究で用いた

機器の場合の総額は定価で約 90 万円（ストマッカー：約 25 万円 55），ルミノメーター約

62 万円 56））である。また，検体を測定するためには測定試薬以外にもストマックの際に

使用するサンプルバックが必要になってくる。その費用は1検体あたり約450円程度 42,57,58）

かかるため，決して低コストとは言えない。しかしながら，大きな機器を使用しないため

省スペースで検査が行えることに加え，ATP 量の測定結果が出るまでに要する時間は 30

分～1 時間弱であることから，提供前に結果を得ることができるため食中毒の発生を予防

できることが最大のメリットである。機器の導入や検体の検査費用など，コストの面では

従来の検査方法の方が抑えられるかもしれないが，給食施設において安全で美味な食事提

供をするためには衛生管理は，最重要事項と考える。 

本研究の限界として次の 3 つが挙げられる。1 つめは，前処理により食品由来の細胞外

の ATP は，ATP 消去剤で消去しているが，すべて消去することは難しく，ある程度残って

しまう点が挙げられる。また，食材によっては細胞内にも ATP が存在し，加熱処理により

どの程度 ATP が消失するか不明である。そのため食品の中心部分まで加熱がされていても

ATP が RLU 値として検出されてしまうため，残存している ATP から検出された RLU 値

を限界 RLU 値とし各食材の限界 RLU 値を決めておく、もしくはろ過などによる前処理方

法の検討が必要である。2 つめは，本実験では，限定的な食材，加熱方法であったことで

ある。今後は，様々な食材および加熱方法でも確認する必要がある。3 つめは，本実験で

は，鶏ひき肉の衛生状態を一般生菌数でしか評価していない。そのため食材の衛生状態を

強化するためには大腸菌など一般生菌数以外の衛生指標菌についても確認を行う必要があ

る。 

 

Ⅴ．まとめ 

本章では，ATP 測定法から得られた ATP 濃度と，公定法である培養法で得られた一般生

菌数を比較し，ATP 測定法が給食施設における加熱調理後食品の衛生状態の評価に活用で

きるか検討した。その結果，従来の培養法における一般生菌数と ATP 測定法では，高い相

関関係が認められたことから，鶏ひき肉中の衛生状態を測定する方法として有効である可
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能性が示唆された。しかしながら，微生物由来のみの ATP を測定するためには，食品由来

の ATP を完全に消去する必要があるが，前処理において完全に消去することは困難であっ

た。これらのことから，前処理によって残存してしまった食品由来の ATP の一部をバック

グラウンドの値としてどう扱うか検討を行うことが必要である。ATP 測定法は，測定結果

を提供前に得ることが可能であるため，バックグラウンドの取扱いを明確にすることがで

きれば，新たな衛生検査の方法として活用できると考えられる。 
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総括 

 

本研究は，給食施設における衛生管理の 1 つである加熱温度管理に着目し，安全で衛生

的でかつ美味な食事提供を実現するために，衛生管理の実態と新たな加熱温度管理方法を

検討したものである。 

第 1 章では，近畿地域および愛知県内の給食施設における加熱温度管理の実態調査と衛

管マニュアルに対する意識調査を行い，その分析を行った。その結果，温度管理方法につ

いては，衛管マニュアルを遵守している施設とそれ以外の方法で行っている施設が同割合

存在することが分かった。衛管マニュアル以外の加熱温度管理方法としては，ある温度に

達したら加熱を終了するといった「到達温度」で管理をおこなっている施設が全体の約 4

割であった。また衛管マニュアルにおける加熱温度管理方法に対する意識調査では，すべ

ての施設の回答者が，重要であると回答した一方で約 4 割の施設の回答者は衛管マニュア

ルに則った加熱温度管理方法に煩わしさを感じていることが明らかとなった。これらの結

果より，「到達温度」における衛生管理の検証をするとともに作業効率を損なわず衛生的で

より美味な食事提供につながるように衛管マニュアル以外の加熱温度管理方法の必要性を

提示した。 

第 2 章では，1 章での実態調査の結果を受け，約 4 割の施設で実施されていた「到達温

度」での加熱温度管理について，その方法が衛生的であるか鶏ひき肉を用いて培養法によ

り検証をおこなった。その結果，到達温度が 70℃以上であれば一般生菌のコロニーは検出

されなかった。さらに，購入時期によって鶏ひき肉の汚染度が異なり，夏季に購入した場

合の細菌汚染度が最も高かった。第 2 章では，限定的な食材および加熱方法であったため，

様々な食材や加熱方法で検討する必要があるが，「到達温度」での衛生管理でも衛生状態は

担保される可能性を見出した。 

第 3 章では，2 章の検証結果を受け，衛生状態が担保される温度は季節ごとで変化する

可能性があることから，すぐにその場で食材の衛生状態を簡単に評価することができれば，

より安全で衛生的かつ美味な食事提供ができると考え，衛生状態を迅速に評価できる新た

なツールの必要性について提示した。衛生状態を迅速かつ簡便に確認できる方法として，

ATP 測定法が活用できるか検討を行った。本研究も第 2 章と同様に食材は鶏ひき肉とし，

加熱方法はボイルとした。その結果 ATP 測定法と培養法には相関が認められたため，ATP

測定法は，衛生状態の評価を行う新たなツールとして利用できる可能性を示唆した。とこ
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ろが，コロニーが検出されなかった試料においても ATP が検出され，細胞外の ATP がす

べて除去できなかった可能性があり，除去できなかった ATP をバックグラウンドとして取

り扱う必要性を示した。今後は，このバックグラウンドについて検討する必要があるが，

給食施設における食中毒の発生状況を鑑みると，ATP 測定法は，迅速かつ簡便にできる測

定法であることから柔軟な温度管理が行えるとともに，提供する食品の衛生状態をさらに

強化する新たなツールとして提案した。 

本研究は，給食施設における加熱温度管理の実態を明らかにするとともに，「衛管マニュ

アル」以外での衛生管理方法の一つである「到達温度」での加熱温度管理方法でも衛生状

態が担保されることを見出した。今後は，調査地域の拡充を図り，給食施設における「加

熱温度管理」の詳細な実態を明らかにするとともに，作業効率を損なわずより美味な給食

提供を行うために様々な食材および加熱方法における「到達温度」による衛生管理の可能

性を検討することが望まれる。また食中毒の予防をさらに強化するために新たなツールと

して ATP を用いた方法を提示したが、バックグラウンドの取扱いなど課題が残されたた

め，これらについて検討が望まれる。 
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